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 はじめに 

 策定の背景と目的 

本市水道事業は、平成 21（2009）年 3 月に「佐野市水道ビジョン」を策定し、

『いつでも安心でおいしい水の提供』を将来像として掲げ、安定した事業経営に努

めてきました。 

しかし、ビジョン策定から 10 年を経過し、この間本市水道事業を取り巻く社会

環境は大きく変化しており、人口減少や節水機器の普及などによる水需要の減少、

高度経済成長期に整備された施設・管路の更新時期の到来、地震等の自然災害への

対応などに直面し、経営環境は年々厳しさを増しています。 

このような状況の中、水道事業は料金収入をもって経営を行う独立採算制を原則

としていることを踏まえ、将来にわたって市民生活に重要な給水サービスを安定的

に継続できるよう、中長期的な視点から経営基盤強化と財政マネジメントの向上を

目的とした基本計画として「佐野市水道事業経営戦略」を策定するものです。 

 

 計画期間 

本経営戦略は、中長期的な観点から今後 40 年間の将来見通しを行った上で、今

後 10 年間に取り組むべき課題への対応を図るものとし、計画期間を令和 3（2021）

年度から令和 12（2030）年度までの 10年間とします。 

 

 経営戦略の位置付け 

本経営戦略の内容は、「第 2次佐野市総合計画」を上位計画として、令和 3（2021）

年 3月に策定する「第 2次佐野市水道ビジョン」や「佐野市水道施設アセットマネ

ジメント」との整合を図りながら策定します。 
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 水道事業の概要と現状 

 事業の沿革 

本市の水道事業は、旧葛生町では昭和 13（1938）年度に、旧佐野市では昭和 27

（1952）年度に、旧田沼町では昭和 28（1953）年度にそれぞれ創設認可を受け開

始しています。平成 17（2005）年 2月 28日の合併に伴い、水道事業においては、

田沼町水道事業・葛生町水道事業を佐野市水道事業への統合を行い、旧田沼町及び

旧葛生町の 9つの簡易水道事業は佐野市水道事業が継承しました。その後、平成 29

（2017）年度から 9 つの簡易水道事業を水道事業へ統合するための変更認可を受

け、現在に至っています。水道事業及び旧簡易水道事業の沿革は表 2-1 及び表 2-2

に示すとおりです。 

 

表 2-1 水道事業の沿革 

 

  

事業名

計画給水人口： 36,000人 計画給水量： 7,560m³/日

計画給水人口： 125,400人 計画給水量： 71,850m³/日

田沼町水道事業・葛生町水道事業を佐野市水道事業に統合

計画給水人口： 115,500人 計画給水量： 62,040m³/日

▪浄水方法の変更

計画給水人口： 118,300人 計画給水量： 53,100m³/日

計画給水人口： 4,500人 計画給水量： 675m³/日

廃止の届出 H17(2005).2.14 市町合併に伴い、田沼町水道事業を佐野市水道事業に統合し廃止

計画給水人口： 6,000人 計画給水量： 660m³/日

廃止の届出 H17(2005).2.14 市町合併に伴い、葛生町水道事業を佐野市水道事業に統合し廃止

認可年月日 概要

佐

野

市

水

道

事

業

創設 S28(1953).3.31
市中心部33町会へ昭和31年10月に一部給水開始

統合届出 H17(2005).2.15

変更認可 H20(2008).3.26

▪取水地点の変更

水

道

事

業

田

沼

町

創設 S28(1953).10.21
昭和30年7月一部給水開始

　大橋・菊川・奈良渕・石塚・田沼・多田浄水場への紫外線照射

　装置の設置を申請

　戸奈良第4号井、田沼北水源4号井、多田第4・5水源井の追加

変更認可 H29(2017).3.31
9簡易水道を佐野市水道事業に統合

水

道

事

業

葛

生

町

創設 S13(1938).5.26
昭和14年6月一部給水開始
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表 2-2 旧簡易水道事業の沿革 

 
※全旧簡易水道事業は、平成 29 年 4 月 1日に水道事業へ統合し廃止となりました。 

 

 

  

計画

給水人口

計画

給水量
備考

創設 S40(1965).3.31 2,000人 350.0m³/日 ―

第1次拡張 S55(1980).3.28 3,400人 1,106.0m³/日 ―

第2次拡張 H7(1995).3.31 3,530人 1,680.0m³/日 ―

第3次拡張 H12(2000).12.5 3,200人 1,690.0m³/日 ―

創設 S47(1972).5.22 1,100人 174.5m³/日 ―

第1次拡張 S55(1980).3.28 1,100人 174.5m³/日 ―

第2次拡張 H7(1995).3.31 1,430人 389.5m³/日 ―

創設 S51(1976).1.12 1,600人 234.1m³/日 ―

第1次拡張 S55(1980).3.28 1,600人 428.6m³/日 ―

創設 S54(1979).3.16 1,600人 334.6m³/日 ―

第1次拡張 S55(1980).12.25 1,600人 334.6m³/日 ―

第2次拡張 S62(1987).1.9 1,750人 364.6m³/日 下彦間本所地区へ給水区域拡張

第3次拡張 H17(2005).2.15 2,410人 1,310.0m³/日 第2水源の新設

創設 S57(1982).5.1 400人 80.0m³/日 ―

第1次拡張 S58(1983).1.29 400人 80.0m³/日 水源井の位置変更

創設 S63(1988).3.16 1,050人 274.9m³/日 ―

第1次拡張 H1(1989).6.12 1,050人 274.9m³/日 有機塩素系化合物除去装置の設置

野上南地区

簡易水道
創設 H5(1993).12.24 702人 377.1m³/日 ―

野上中地区

簡易水道
創設 H9(1997).3.31 500人 153.0m³/日 ―

野上北地区

簡易水道
創設 H14(2002).3.29 270人 135.0m³/日 ―

閑馬地区

簡易水道

飛駒南地区

簡易水道

下彦間地区

簡易水道

飛駒地区

簡易水道

事業名 認可年月日

概要

常盤

簡易水道

氷室

簡易水道
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 給水人口1と給水量 

本市における、平成 21（2009）年度から令和元（2019）年度の給水人口と給水

量の推移を図 2-1 に示します。 

現在の計画給水人口2は 118,300 人となっています。 

給水人口、給水量ともに緩やかな減少傾向で推移しています。令和元（2019）年

度末現在の給水人口は 116,055 人（普及率 98.6%）となっており、一日平均給水量

は 45,550m³/日、一日最大給水量は 49,252m³/日となっています。 

 

 
図 2-1 給水人口及び給水量の推移 

  

                                                
1 給水人口とは、給水区域内に居住し、水道により給水を受けている人口。 

2 計画給水人口とは、水道事業認可を受けた際に事業計画書に記載された給水人口。 
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 水道施設 

① 給水区域 

本市の給水区域及び各浄水場の位置は、図 2-2 に示すとおりです。 

 
図 2-2 佐野市給水区域図  



 

6 

 

② 取水・浄水・配水施設 

本市では市内の地下水を水源としており、浅井戸 14 井、深井戸 41 井を有して

います。 

浄水方法としては、塩素処理ですが一部の浄水場では紫外線処理も併せて行って

おり、浄水施設として浄水場 22箇所を有しております。 

配水施設として配水池 37 箇所を有しており、池容量は 42,271 ㎥となっていま

す。 

これらにより、1日当たりの施設能力は 59,384 ㎥となっています。 

各浄水場の取水・浄水・配水施設の概要を表 2-3 に示します。 

 

表 2-3 取水・浄水・配水施設の概要（1/3） 

 
※上川原 1 号は１つの井戸から取水した水を大橋浄水場及び菊川浄水場に導水しています。 

浄水場名 井戸名 井戸種別 浄水方法
施設能力

（m3/日）

配水池

池数

配水池

容量

（m3）

小中３号 深井戸

小中４号 深井戸

石塚１号 深井戸

石塚２号 深井戸

石塚３号 深井戸

石塚４号 深井戸

上羽田

浄水場
上羽田１号 深井戸 塩素処理 1,685 1 714

大橋２号 浅井戸

大橋３号 深井戸

大橋４号 深井戸

上川原１-２.3号* 浅井戸

上川原２号 浅井戸

菊川１号 深井戸

菊川２号 深井戸

菊川３号 深井戸

菊川４号 深井戸

菊川５号 深井戸

上川原１-１号* 浅井戸

上川原３号 深井戸

小中１号 深井戸

小中２号 深井戸

13,000

707

塩素処理 4,626 3 3,600

紫外線処理

＋塩素処理
15,337

7,5001

2

13,939

11,642
市の沢

浄水場

石塚

浄水場

大橋

浄水場

菊川

浄水場

紫外線処理

＋塩素処理

塩素処理
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表 2-3 取水・浄水・配水施設の概要（2/3） 

 
 

  

浄水場名 井戸名 井戸種別 浄水方法
施設能力

（m3/日）

配水池

池数

配水池

容量

（m3）

奈良渕１号 深井戸

奈良渕３号 深井戸

奈良渕４号 深井戸

田沼北１号 浅井戸

田沼北２号 深井戸

田沼北３号 深井戸

田沼西水源 浅井戸

田沼北４号 深井戸

多田２号 浅井戸

多田３号 深井戸

多田４号 深井戸

多田５号 深井戸

戸奈良２号 深井戸

戸奈良３号 深井戸

戸奈良４号 深井戸

船越

浄水場
船越水源 深井戸 塩素処理 1,203 1 1,891

葛生２号 深井戸

葛生３号 深井戸

鉢木１号 浅井戸

鉢木２号 深井戸

閑馬１号 深井戸

閑馬２号 深井戸

下彦間

浄水場
下彦間水源 深井戸 塩素処理 359 1 167

飛駒南

浄水場
飛駒南水源 浅井戸 塩素処理 108 1 84

塩素処理

奈良渕

浄水場

田沼

浄水場

塩素処理 1,521

塩素処理 2,456

塩素処理

多田

浄水場

戸奈良

浄水場

葛生

浄水場

鉢木

浄水場

閑馬

浄水場

塩素処理 1,400

紫外線処理

＋塩素処理

2,635

2 2,200

3,585 3 2,080

4,989 1 1,600

2 3,250

1 1,500

塩素処理 1,101 4 824

1 1,221
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表 2-3 取水・浄水・配水施設の概要（3/3） 

 
 

③ 施設の効率性  

施設の効率性の示す指標として、施設利用率3 、最大稼働率4 、負荷率5 の推移

について表 2-4 に示します。平成 29（2017）年度に水道事業認可6における施設能

力の見直しにより、施設利用率及び最大稼働率が上昇していますが、以降は同程度

で推移しています。令和元（2019）年度の水道事業における施設能力は、59,384m3/

日であり、施設利用率は 76.70％、施設最大稼働率は 82.94％となっています。 

 

表 2-4 施設利用率、最大稼働率、負荷率の推移 

  

                                                
3 施設利用率は、１日配水能力に対する１日平均配水量の割合を示すもので、施設の利用状況を総合的に判

断する上で重要な指標。 
4 最大稼働率は１日給水量が最大のときの施設の利用度を示す指標。 

5 負荷率は、施設効率を判断する指標。1日最大給水量に対する 1 日平均給水量の比である。 
6 水道事業認可とは、水道事業を経営するに当たって、水道法に基づく厚生労働大臣の認可のこと。 

浄水場名 井戸名 井戸種別 浄水方法
施設能力

（m3/日）

配水池

池数

配水池

容量

（m3）

飛駒２号 深井戸

飛駒３号 深井戸

野上南

浄水場
野上南水源 深井戸 塩素処理 322 1 234

野上中

浄水場
野上中水源 浅井戸 塩素処理 90 1 146

野上北

浄水場
野上北水源 浅井戸 塩素処理 145 2 174

常盤１号 浅井戸

常盤４号 深井戸

常盤２号 浅井戸

常盤５号 深井戸

氷室１号 浅井戸

氷室２号 浅井戸

氷室

浄水場
塩素処理 474 1 105

塩素処理 655 2 210

塩素処理 637 2 700

塩素処理 475 3 364
常盤第２

浄水場

飛駒

浄水場

常盤第１

浄水場

指標名
H27

(2015)

H28

(2016)

H29

(2017)

H30

(2018)

R1

(2019)

施設利用率(%) 64.79 65.84 77.08 76.66 76.70

最大稼働率(%) 71.95 72.32 83.22 83.54 82.94

負荷率(%) 90.29 91.03 92.63 91.77 92.48
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④ 管路 

令和元（2019）年度末の総管路延長は、表 2-5 に示すとおり 841.53km となって

います。 

布設されている管路は、ダクタイル鋳鉄管が約 77%、次いで塩化ビニル管が約

15%、その他の管種が約 8%を占めています。ダクタイル鋳鉄管のうち、耐震性の

あるGX 継手及び NS継手は約 16%となっています。 

 

表 2-5 本市が管理している管路の状況 

 
 

 
 

図 2-3 管種別の布設延長割合  

項目 延長 備考

導水管 17.88km

原水を取水施設から浄水場まで送る水道管

のこと。本市の導水管は、水源井から浄水

場に送る管となります。

送水管 20.67km
浄水場で、処理された浄水を配水池などに

送る水道管のこと。

配水管 802.98km

浄水を、水圧、水量、水質を安全かつ円滑

にお客さまに輸送するために、市内全域に

網の目状に張り巡らされ各家庭の前まで浄

水を送り届ける管のこと。

合計 841.53km
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⑤ 経営状況 

【収益的収支7】 

本市水道事業における収益的収入は 22億円程度で推移しておりますが、給水収

益8については年々減少傾向となっております。 

収益的支出は 20億円程度で推移しています。 

直近 5年間において、収益的収入は支出を上回る状態を維持しており、給水収

益等の収入により維持管理経費が賄えている状況です。 

平成 27（2015） 年度から令和元（2019）年度までの収益的収支の推移を図 

2-4 に示します。 

 

 
図 2-4 収益的収支の推移  

                                                
7 収益的収支とは、一事業年度における企業の営業活動に伴い発生する収益とそれに対応する費用をいいま

す。 
8 給水収益とは、水道事業会計における営業収益の一つで、公の施設としての水道施設の使用について徴収する使用料のこ

とです。通常、水道料金として収入となる収益がこれに当たります。 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

H27
(2015)

H28
(2016)

H29
(2017)

H30
(2018)

R1
(2019)

収
益
的
収
支
（
百
万
円
）

給水収益 長期前受金戻入 その他収益的収入

減価償却費 人件費 委託費
収益的収入
収益的支出

収益的収支 税抜（百万円）

H27 H28 H29 H30 R1

(2015) (2016) (2017) (2018) (2019)

給水収益 1,851 1,845 1,834 1,843 1,812

長期前受金戻入 259 250 259 245 237

その他収益的収入 153 163 172 146 144

収益的収入計 2,263 2,258 2,265 2,234 2,194

人件費 161 163 148 144 145

減価償却費 992 1,019 1,024 1,027 1,004

委託費 258 240 299 302 311

その他収益的支出 525 504 533 495 530

収益的支出計 1,936 1,925 2,005 1,969 1,989

純利益 327 333 261 265 204
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【資本的収支9】 

資本的収入は、5～7 億円程度となっており、主な収入は企業債、国庫補助金と

なっております。 

資本的支出は 12～18億円程度で減少傾向となっており、その多くを占める建設

改良費は、7～13 億円程度で推移しています。平成 27（2015）年度は大橋浄水場

への紫外線照射装置の設置や菊川西水源への非常用発電装置設置工事、平成 28

（2016）年度は堀米配水場配水池の更新や氷室浄水場の更新、平成 29（2017）年

度は大橋浄水場の受変電設備更新を実施したため高額となっています。 

直近 5年間において、資本的収入を支出が上回る状態となっていますが、不足額

は内部留保資金で補填しています。 

平成 27（2015） 年度から令和元（2019）年度までの資本的収支の推移を図 

2-5 に示します。 

 

 
図 2-5 資本的収支の推移  

                                                
9 資本的収支とは、将来の営業活動に備えて行う施設の建設費や企業債の元金償還等の支出やその財源とな

る収入（企業債、補助金等）をいいます。 

資本的収支 税込（百万円）

H27 H28 H29 H30 R1

(2015) (2016) (2017) (2018) (2019)

企業債 529 482 628 437 307

出資金 0 0 0 18 70

補助金 154 69 62 64 100

工事負担金 39 19 2 5 11

資本的収入 722 570 691 524 488

建設改良費 1,289 966 973 690 762

企業債償還金 524 548 532 545 540

資本的支出 1,813 1,514 1,505 1,235 1,302

資本的収支不足額 -1,091 -943 -814 -711 -814
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【水道料金】 

本市の料金体系は、基本料金と超過（従量）料金の 2部料金制で、基本料金は口

径別料金を採用しており、基本水量を 20m³まで設けています。超過料金は全口径

一律で水量が多くなるほど高くなる逓増型の料金体系を採用しています。現行の水

道料金表は表 2-6 に、合併後の料金改定の経過については表 2-7 に示すとおりで

す。 

 

表 2-6 現行の水道料金表 

 
 

 

表 2-7 料金改定の経過 

 
 

 

  

水量 金額

13mm 2,095円

20mm 2,190円 ・21～50㎥ 126円50銭

25mm 2,242円

40mm 2,609円 ・51～100㎥ 154円00銭

50mm 3,939円

75mm 4,662円 ・101～300㎥ 181円50銭

100mm 5,636円

125mm 7,574円 ・300㎥以上 214円50銭

150mm 10,591円

※基本料金は２カ月あたりの税込価格

※料金(10円未満は切り捨て）＝基本料金+超過料金

基本料金
口径

20㎥まで

超過料金

（１㎥につき）

改定年月日 平均改定率 備考

平成18（2006）年4月1日 合併による料金統一

平成23（2011）年4月1日 13.83%

平成26（2014）年4月1日
消費税及び地方消費税率の変更

（5%→8％）

令和元（2019）年10月1日
消費税及び地方消費税率の変更

（8%→10％）
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⑥ 組織体制 

本市の上下水道局の組織体制を図 2-6 に示します。 

上下水道局の全職員数は 45 人であり、そのうち水道事業会計職員は 23 人とな

っています。 

 

 
図 2-6 上下水道局の組織体制 

  

水道 23

下水道 22

水道 1

下水道 1

水道 1 水道 3

下水道 1

水道 3

下水道 1

水道 1 水道 3

水道 4

水道 5

水道 2

下水道 1 下水道 4

下水道 6

下水道 8

下水道建設係(6)

下水道維持係(8)

水道維持係(5)

北部営業所(2)

下 水 道 課 19人 課長(1) 下水道計画係(4)

会計係(4)

水 道 課 15人 課長(1) 水道計画係(3)

水道建設係(4)

企業会計担当 1人

企 業 経 営 課 9人 課長(1) 経営企画係(4)

上 下 水 道 局 45人
令和2年4月1日現在

再任用職員含む

水　道：水道事業会計

下水道：下水道事業会計局 長 1人
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本市は、平成 17年 2月の市町合併時と比べると、経営の効率化及びお客様サー

ビスの向上のため民間への業務委託を拡大してきたことにより、職員数は減少傾向

となっています。 

職員の職種別内訳は、令和 2（2020）年度において事務系・技術系職員の割合は

50％前後ですが、とりわけ技術系職員については、平成 22（2010）年度と比べる

と半数程度まで減少しています。年齢構成については、40 代以上の職員が多くな

っています。 

 

 
図 2-7 職員数の推移 

 

 
図 2-8 令和 2（2020）年度における職員の年齢構成  
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 これまでの主な経営健全化の取組 

◎水道事業の統合 

簡易水道事業の経営の効率化・健全化・経営基盤の強化を図るため、平成 29（2017）

年度から 9つの簡易水道事業を水道事業に統合しています。 

 

◎委託業務の拡大 

平成 19（2007）年度より水道料金等徴収業務委託、平成 25（2013）年度より浄

水場等運転管理業務委託を実施しており、民間活力の導入により人件費やその他経

費等の低減に努めています。 

 

◎企業債10の借り換え 

平成 19（2007）年度に財政健全化計画を策定し、金利 5％以上の企業債につい

て、新たに徹底した行政改革・経営改革を実施すること等を要件に、補償金免除繰

上償還を実施しました。 

 

◎アセットマネジメント11の策定 

平成 27（2015）年度にアセットマネジメントを策定し、施設の統廃合事業を進

めています。令和 2（2020）年度には施設及び管路の耐震化更新計画を策定し、ア

セットマネジメントの見直しを行っています。 

 

◎動力費の削減 

平成 27（2015）年度から、契約電力が 50kW 以上の浄水場等で新電力（PPS）

の導入により動力費の削減に努めています。 

  

                                                
10 企業債とは、建設、改良などに要する資金にあてるために起す地方債。 
11 アセットマネジメントとは、中長期的財政収支に基づき施設の更新等を計画的に実行し、持続可能な水道

を実現していくための資産管理の手法。 
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 経営比較分析表12を活用した現状分析 

本市水道事業の経営の健全性・効率性及び老朽化の状況についての現状分析は次

のとおりです。 

◎経営の健全性・効率性 

【経常収支比率13の推移】 

収支状況を示す指標である経常収支比率は常に 100%以上を維持し、収益性を確

保でき健全な経営を行っています。類似事業体14と比較すると、同程度で推移して

います。 

 
【累積欠損金比率15の推移】 

累積欠損金は、発生していません。 

  

                                                
12 経営比較分析表とは、経営指標の経年比較や他公営企業との比較などを行い、現状や課題等を的確に把握

するための指標。 

13 経常収支比率とは、当該年度において、給水収益や一般会計からの繰入金等の収益で、維持管理費や支払

利息等の費用をどの程度賄えているかを表す指標。   
14 類似事業体とは、給水形態、現在給水人口規模により区分された団体。本市はA3 となっています。 

15 累積欠損金比率とは、営業収益に対する累積欠損金(営業活動により生じた損失で、前年度からの繰越利益

剰余金等でも補塡することができず、複数年度にわたって累積した損失のこと)の状況を表す指標。 

H26

(2014)

H27

(2015)

H28

(2016)

H29

(2017)

H30

(2018)

佐野市 115.10 116.00 116.41 112.19 112.85

類似事業体 113.11 114.00 114.00 113.68 113.82

100.00

105.00

110.00

115.00

120.00
経
常
収
支
比
率
（
％
）

H26

(2014)

H27

(2015)

H28

(2016)

H29

(2017)

H30

(2018)

佐野市 - - - - -

類似事業体 - 0.03 0.23 0.03 -

0.00

0.05

0.10

0.15

0.20

0.25
累
積
欠
損
金
比
率
（
％
）



 

17 

 

【流動比率16の推移】 

短期債務に対する支払い能力は、平成 29（2017）年度までは 200％台でほぼ横

ばいでしたが、平成 30（2018）年度に 300％以上となり、支払い能力に問題はあ

りません。類似事業体と比較すると、同程度となっております。 

 
 

【企業債残高対給水収益比率17の推移】 

企業債残高対給水収益比率は 500％程度で、給水収益の約 5倍の企業債残高があ

ることを示しており、中山間地が多く給水区域が広いため類似事業体と比較すると、

高くなっています。 

 
 

 

                                                
16 流動比率とは、流動負債に対する流動資産の割合を表す指標。短期債務に対する支払能力を表し、100％以

上であることが必要。 
17 企業債残高対給水収益比率とは、給水収益に対する企業債残高の割合であり、企業債残高の規模を表す指

標。明確な数値基準はない。 

H26

(2014)

H27

(2015)

H28

(2016)

H29

(2017)

H30

(2018)

佐野市 218.03 227.09 223.95 235.88 334.00

類似事業体 344.19 352.05 349.04 337.49 335.60

0.00

100.00

200.00

300.00

400.00

流
動
比
率
（
％
）

H26

(2014)

H27

(2015)

H28

(2016)

H29

(2017)

H30

(2018)

佐野市 493.40 494.38 492.22 500.47 492.10

類似事業体 252.09 250.76 254.54 265.92 258.26

0.00

100.00

200.00

300.00

400.00

500.00

600.00
企
業
債
残
高
対
給
水
収
益
比
率

（
％
）



 

18 

 

【料金回収率18の推移】 

料金回収率は、これまで 100％を超えており事業運営に係る費用を給水収益で賄

えており、類似事業体と比較すると、同程度以上を維持しています。 

 
 

【給水原価19の推移】 

給水原価は、1 ㎥当たり 120 円台で推移しています。類似事業体と比較すると、

低く推移していますが、近年増加傾向となっています。 

 
※新会計基準により算出 

  

                                                
18 料金回収率とは、給水に係る費用が、どの程度給水収益で賄えているかを表した指標。料金水準等を評価

することが可能。 

19 給水原価とは、有収水量1 ㎥当たりについて、どれだけの費用がかかっているかを表す指標。明確な数値

基準はない。 

H26

(2014)

H27

(2015)

H28

(2016)

H29

(2017)

H30

(2018)

佐野市 110.14 110.60 111.23 106.48 108.07

類似事業体 106.22 106.69 106.52 105.86 106.07

100.00

105.00

110.00

115.00

120.00
料
金
回
収
率
（
％
）
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(2014)

H27

(2015)

H28

(2016)

H29

(2017)

H30

(2018)

佐野市 121.47 120.76 120.14 125.19 123.80

類似事業体 155.23 154.92 155.80 158.58 159.22
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100.00

150.00
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給
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円
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【施設利用率20の推移】 

平成 29（2017）年度から施設利用率は、75％以上を維持しており、類似事業体

と比較すると、高く推移しています。 

 
 

【有収率21の推移】 

有収率は、81～85％の範囲となっており、年度ごとに増減があるものの、低下傾

向にあります。類似事業体と比較すると、有収率が低くなっております。 

 

  

                                                
20 施設利用率とは、一日配水能力に対する一日平均配水量の割合であり、施設の利用状況や適正規模を判断

する指標。明確な数値基準はない。 

21 有収率とは、施設の稼動が収益につながっているかを判断する指標。 

H26

(2014)

H27

(2015)

H28

(2016)

H29

(2017)

H30

(2018)

佐野市 65.36 64.79 65.84 77.08 76.66

類似事業体 62.12 62.26 62.10 62.38 62.83
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H26

(2014)

H27

(2015)

H28

(2016)

H29

(2017)

H30

(2018)

佐野市 83.59 84.13 82.73 82.34 82.91

類似事業体 89.45 89.50 89.52 89.17 88.86
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85.00
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◎老朽化の状況 

【有形固定資産減価償却率22の推移】 

有形固定資産減価償却率は年々増加しており、老朽化度合いが 50％を超えてき

ています。類似事業体と比較しても高い状態となっています。 

 
 

【管路経年化率23の推移】 

老朽管の更新を行っておりますが、管路経年化率は年々増加傾向となっています。

しかし類似事業体と比較すると低い経年化率となっています。 

  

                                                
22 有形固定資産減価償却率とは、有形固定資産のうち償却対象資産の減価償却がどの程度進んでいるかを表

す指標。資産の老朽化度合を示す。明確な数値基準はない。 

23 管路経年化率とは、法定耐用年数を超えた管路延長の割合を表す指標。管路の老朽化度合を示す。明確な

数値基準はない。 

H26

(2014)

H27

(2015)

H28

(2016)

H29

(2017)

H30

(2018)

佐野市 46.47 47.33 48.04 49.62 50.75

類似事業体 44.91 45.89 46.58 46.99 47.89

40.00

45.00

50.00

55.00

60.00
有
形
固
定
資
産
減
価
償
却
率

（
％
）

H26

(2014)

H27

(2015)

H28

(2016)

H29

(2017)

H30

(2018)

佐野市 4.02 4.60 7.25 8.99 10.49

類似事業体 12.03 13.14 14.45 15.83 16.90
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【管路更新率24の推移】 

管路更新率は、令和元（2019）年度は 0.35 となっており、類似事業体と比較す

ると低くなっています。 

 
 

 

 

                                                
24 管路更新率とは、当該年度に更新した管路延長の割合を表す指標。管路の更新ペースや状況を把握する。

明確な数値基準はない。 

H26

(2014)

H27

(2015)

H28

(2016)

H29

(2017)

H30

(2018)

佐野市 0.65 0.77 0.53 0.22 0.48

類似事業体 0.75 0.95 0.74 0.74 0.72
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0.20

0.40
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 将来の事業環境 

 給水人口と給水量の予測 

① 予測の結果 

給水人口は、「佐野市人口ビジョン（令和２（2020）年 3 月）」を基に、旧水

道事業と旧簡易水道事業に分けて、過去 10年間の実績等により予測を行いまし

た。その結果、将来の給水人口の推計では、令和 12（2030）年度には 107,290

人となり、令和元（2019）年度の 116,055 人と比較すると 8%減少する見込みで

す。 

給水量は、過去の水量を基に一日平均給水量及び一日最大給水量を予測しま

した。その結果、令和 12（2030）年度では、一日平均給水量は 43,048m3/日と

なり令和元（2019）年度と比較して 5.5%減少、一日最大給水量は 46,897m3/日

となり同じく 4.8％減少の見込みです。 

令和 42（2060）年度までの給水人口と給水量（一日平均給水量、一日最大給

水量）の予測結果を図 3-1 に示します。 

 

 
図 3-1 給水人口及び給水量の見通し 
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 給水収益の見通し 

新会計基準では、現在、料金回収率は 100％を超えており、給水に係る経費を

給水収益で賄えておりますが、今後は、人口減少等に伴う水需要の減少により給

水収益は減少する見込みです。目標年度である令和 12（2030）年度の給水収益

は令和元（2019）年度の給水収益 18億 1,240万円と比較して約 1.0 億円減少し、

40年後の令和 42（2060）年度には、約 3.2 億円減少する見通しとなっています。 

現行の水道料金体系を維持した場合の給水収益の見通しを図 3-2 に示します。 

 

 
図 3-2 給水収益の見通し  
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 施設の見通し 

① 施設の能力 

現状の施設能力を維持した場合の施設能力の見通しを図 3-3 に示します。現

状の施設能力を維持する場合、水需要の減少に伴い施設能力の余剰が大きくな

り、令和元（2019）年度と比較して令和 12（2030）年度には施設利用率は 77%

から 72%、最大稼働率は 83%から 79%まで低下する見通しです。 

このため、将来の施設更新等の際に施設配置やダウンサイジング等を踏まえ

た適切な再構築を検討する必要があります。 

現状の施設能力を維持した場合の見通しを図 3-3 に示します。 

 

 

図 3-3 施設能力の見通し  
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② 資産の健全度 

【構造物及び設備】 

厚生労働省の『水道事業におけるアセットマネジメント（資産管理）に関する

手引き』及び『佐野市水道施設アセットマネジメント』に基づき、法定耐用年数

を経過していない資産を「健全資産」、法定耐用年数を経過した資産を「経年化

資産」、経年化資産のうち法定耐用年数×1.5 倍を経過した資産を「老朽化資産」

と区分し、今後更新を行わなかった場合の構造物及び設備の健全度は図 3-4 と

なる見通しです。 

令和 3（2021）年度における健全資産は 67.4％（約 165 億円）を占めていま

すが、更新を行わなければ、40年後の令和 42（2060）年度には、健全資産が 10％

以下（約 23億円）、経年化資産が 30％以上（約 79億円）、老朽化資産が約 60%

（約 144億円）となり、老朽化が進行していきます。 

今後は、施設の更新計画に基づき、計画的に構造物及び設備の更新を実施して

いく必要があります。 

 

 
図 3-4 更新を行わない場合の構造物及び設備の健全度 
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【管路】 

構造物及び設備と同様に、法定耐用年数を経過していない管路を「健全管路」、

法定耐用年数を経過した管路を「経年化管路」、経年化管路のうち法定耐用年数

×1.5 倍を経過した管路を「老朽化管路」と区分し、今後更新を行わなかった場

合の管路の健全度は図 3-5 となる見通しです。 

令和 3（2021） 年度における健全管路は約 90％（約 448 億円）を占めていま

すが、更新を行わなければ、40年後の令和 42（2060）年度には、健全管路が 1%

未満（約 0.5 億円）、経年化管路が約 40%（約 188 億円）、老朽化管路が約 60%

（約 327億円）となり、老朽化が進行していきます。 

今後は、施設の更新計画に基づき、計画的に管路の更新を実施していく必要が

あります。 

 

図 3-5 更新を行わない場合の管路の健全度 
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 経営の基本方針 

本経営戦略における経営の基本方針は、令和 3（2021）年 3月に策定する「第

2次 佐野市水道ビジョン」で掲げる将来像及び基本目標とします。 
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 投資・財政計画（収支計画） 

 投資計画 

将来にわたって安定的に事業を継続していくために必要となる施設・設備に

関する投資の見通しを計画し、次のとおり投資目標を策定しました。 

 

【投資目標】 

① 紫外線照射装置等の設置 

・安全な水道水を供給するため、原水において、クリプトスポリジウム指標菌

が検出されている浄水場は紫外線照射装置等の設置を進めます。 

 

② 施設の耐震化 

・災害時にも水道水を供給できるよう耐震性を有していない施設の耐震化を

行います。 

 

③ 耐震管への布設替え 

・老朽化した管路の更新を進めるとともに、災害時にも水道水を供給できる

よう管路耐震化・更新計画に基づき耐震管への布設替えを行います。 

 

④ 非常用発電装置の設置 

・非常用発電装置を有していない施設への停電対策として発電装置の設置を

行います。また、設置から年数が経過している非常用発電装置の更新も行

います。 

 

⑤ 施設の統廃合 

・施設耐震化・更新計画で計画された小中浄水場の新設や石塚浄水場の再整

備、飛駒南浄水場、葛生配水場及び常盤第 2 浄水場の廃止に係る整備を行

うことで、整備費の削減と維持管理性の効率化を図ります。 
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投資に係る事業費を表 5-1 に示します。最大で令和 3（2021）年度に年間約

12億円かかることとなります。 

 

表 5-1 投資に係る事業費 
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また、老朽化資産の更新を併せて進める必要があるため、実使用年数から設

定した更新基準年数に基づき資産の更新に係る事業費を加算しました。 

 

表 5-2 資産の更新に係る事業費 

 
※管路の更新は耐震化と併せて行うため、表 5-1 に示す「③管路の耐震化」に含まれます。 
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投資及び資産の更新に係る事業費を表 5-3 及び図 5-1 に示します。年間の

事業費は約 8億円～16億円かかることとなります。 

 

表 5-3 投資及び資産の更新に係る事業費 

 
 

 
図 5-1 投資及び資産の更新に係る事業費の推移 
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 財政計画 

財政計画は、投資計画等の支出を賄うための財源の見通しを試算した計画で

す。 

 

【財源目標】 

◎当年度純利益の確保 

・安全な水を継続的に供給するためには、経営の健全性を維持する必要があ

ることから、総括原価主義による料金改定により、本計画最終年度におい

て総収支比率が 100%以上となることを目標とします。 

 

◎事業運営資金の確保 

・水の安定供給のために確保すべき事業運営資金として、10億円以上の内部

留保資金25を確保することを目標とします。 

 

◎企業債残高の抑制 

・計画期間内は投資及び更新需要が多いため企業債残高が 100億円を超過し

ないことを目標とし、長期的には世代間の公平性の観点を踏まえ、企業債

残高を削減していくことを目標とします。 

 

  

                                                
25 内部留保資金とは、損益勘定留保資金、積立金等企業の内部に留保される資金のことをいい、将来の施

設・設備等の更新財源として活用します。 
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① 支出・収入の検討条件 

【財源（収益的収入）】 

・給水収益 ： 供給単価は令和元（2019）年度決算値一定で推移

するものとし、水需要予測で示した有収水量に乗

じることで給水収益を算定します。 

・その他営業収益 ： 平成 29（2017）年度から令和元（2019）年度ま

での平均値と同値で推移するものとします。 

・長期前受金戻入 ： 既存分は償却予定表に準じます。新規分は国庫補

助金、県補助金、一般会計補助金、工事負担金の

合計値を平均償却年数 40 年と仮定し試算しま

す。既存分＋新規分を将来の長期前受金戻入とし

ます。 

・その他営業外収益 ： 平成 29（2017）年度から令和元（2019）年度ま

での平均値と同値で推移するものとします。 

・特別利益 ： 平成 29（2017）年度から令和元（2019）年度ま

での平均値と同値で推移するものとします。 

 

【経費（収益的支出）】 

・人件費 ： 令和元（2019）年度決算値を基準とし、毎年 0.1％

の定期昇給を見込んだ額を将来値とします。 

・動力費 ： 平成 29（2017）年度から令和元（2019）年度ま

での平均値と同値で推移するものとします。 

・修繕費 ： 平成 29（2017）年度から令和元（2019）年度ま

での平均値と同値で推移するものとします。 

・委託料 ： 令和元（2019）年度決算値を基準とし、毎年 0.1％

の物価上昇を見込んだ額を将来値とします。 

・その他営業費用 ： 令和元（2019）年度決算値を基準とし、毎年 0.1％

の物価上昇を見込んだ額を将来値とします。 
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・減価償却費 ： 既存分は償却予定表に準じます。新規分は地方公

営企業法施行規則における構築物又は機械及び

装置を一体として償却する場合の耐用年数を用

いて、土木建築は 58年、管路は 38年、機械電気

（計装）は 16 年の耐用年数として試算します。

既存分＋新規分を将来の減価償却費とします。 

・支払利息 ： 既存分は償還予定表に準じます。新規分は設定し

た借入額を土木建築、管路、機械電気設備に分け、

土木建築、管路は 30 年償還、5 年据置、1.5%利

息、機械電気設備は 16 年償還、3 年据置、1.5%

利息で試算します。既存分＋新規分を将来の支払

利息とします。 

・その他営業外費用 ： 令和元（2019）年度決算値を基準とし、毎年 0.1％

の物価上昇を見込んだ額を将来値とします。 

・特別損失 ： 見込まないものとします。 

 

※物価上昇は令和 2（2020）年度の 4月～6月の消費者物価指数の前年同月比の

割合である 0.1％を採用します。 

 

【財源（資本的収入）】 

・企業債 ： 以下のとおり企業債の借入額を設定します。 

 

 
 

 

R3

(2021)

R4

(2022)

R5

(2023)

R6

(2024)

R7

(2025)

891,700 842,800 521,800 536,100 504,500

R8
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・国庫補助金 ： 紫外線照射装置の設置について、生活基盤施設耐

震化等交付金のうち、高度浄水施設等整備費を見

込むものとし、事業費の 1/4 の国庫補助金を見込

みます。 

・他会計補助金 ： 紫外線照射装置の設置について、国庫補助金を除

いた事業費の 1/2 について、一般会計からの繰入

を見込みます。 

・工事負担金 ： 平成 29（2017）年度から令和元（2019）年度ま

での平均値と同値で推移するものとします。 

・他会計出資金 ： 平成 29（2017）年度から令和元（2019）年度ま

での平均値と同値で推移するものとします。 

・その他資本的収入 ： 見込まないものとします。 

【経費（資本的支出）】 

・建設改良費 ： 表 5-3 で示した事業費とします。 

・企業債償還金 ： 既存分は償還予定金額とします。新規分は資本的

収入において設定した借入額を土木建築、管路、

機械電気設備に分け、土木建築、管路は 30 年償

還、5 年据置、1.5%利息、機械電気設備は 16 年

償還、3年据置、1.5%利息で試算し、既存分と新

規分の合算額を将来の企業債償還金とします。 

 

【内部留保資金の算定方法】 

平成 30（2018）年度期末 

・内部留保資金 ： 平成 30（2018）年度決算「貸借対照表」及び「補

填財源明細書」より内部留保資金を算出しまし

た。 

 

x＋1年度期末内部留保資金 

＝【x 年度期首内部留保資金】＋【減価償却費】+【資産減耗費】－【長期前受

金戻入】＋【x＋1年度純利益（損失）】＋【消費税調整額】－【x＋1年度資本的

収支不足額】 

※消費税調整額は建設改良費の 10％とします。  
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 投資・財政計画 

① 財政収支の見通し（現行料金） 

【収益的収支】 

収益的収入は給水人口減少に伴い減少傾向で推移します。 

一方で、収益的支出は令和 19（2037）年度までは上昇傾向で推移し、その後

は除却が完了する資産が多く発生することから減価償却費が大きく減少するた

め減少傾向となります。 

損益は、令和 2（2020）年度は約 1.4 億円、令和 3（2021）年度は約 1.5 億円

の純利益が見込めますが、その後は減少傾向で推移し、令和 7（2025）年度以降

は損失の発生が継続する見通しです。 

 

 
図 5-2 収益的収支の見通し（現行料金） 
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【総収支比率】 

総収支比率は総収入（営業収益＋営業外収益+特別利益）と総費用（営業費用

+営業外費用+特別損失）の比率であり、総費用を総収入で賄えている健全な経

営状況を保つためには 100％以上を維持することが必要です。 

令和 2（2020）年度の総収支比率は 106.8%、令和 3（2021）年度は 108.3％

と健全な経営状況といえますが、その後は低下傾向で推移し、令和 7（2025）年

度には 100%を下回り経営の健全性が損なわれる見込みとなっています。 

 
図 5-3 総収支比率の見通し（現行料金） 

 

【資本的収支と企業債残高】 

資本的収入は施設の更新や拡張等に係る資金であり、主に企業債で構成され

ています。企業債は建設改良費に応じて借入額が変動することから、建設改良費

の多寡により資本的収入は変動しています。 

資本的支出は施設の更新・拡張費用や企業債償還金で構成されています。年度

により変動していますが、40年間平均では 15億円程度となっています。 

令和 2（2020）年度は約 23億円の内部留保資金が留保されています。その後

は減少傾向で推移し、令和 11（2029）年度に 10億円を下回り、令和 14（2032）

年度以降は内部留保資金の不足が見込まれます。 
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図 5-4 資本的収支と内部留保資金の見通し（現行料金） 

 

令和 2（2020）年度末の企業債残高は約 88 億円ですが、投資及び更新費用の

増大から企業債の借入が多い令和 12（2030）年度までは増加傾向で推移し、そ

の後は減少傾向で推移します。 

 
図 5-5 企業債残高の見通し（現行料金） 

 

【財政収支見通し】 

現行料金における今後 10年間の財政収支見通しを表 5-4 に示します。 
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表 5-4 投資・財源計画（現行料金） 
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現行料金の場合、令和 7（2025）年度に総収支比率が 100％を下回る見込みで

あることから、令和 8（2026）年度に料金改定を行うと想定し財政収支見通しを

確認します。 

 

② 財政収支の見通し（令和 8（2026）年度に 13％料金改定した場合） 

【収益的収支】 

令和 8（2026）年度に 13％の料金改定を見込んだ場合、収益的収入は増加す

るものの、その後は給水人口減少に伴い減少傾向で推移します。 

一方で、収益的支出は改定なしの場合と同様です。 

損益は、料金改定直後の令和 8（2026）年度は約 2.0 億円の純利益が見込めま

すが、その後は減少傾向で推移し、令和 13（2031）年度以降は損失の発生が継

続する見通しです。 

 

 
図 5-6 収益的収支の見通し（13％改定） 
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【総収支比率】 

令和 8（2026）年度に 13％の料金改定を見込んだ場合の総収支比率は、令和

8（2026）年度に約 109.7％となり、計画期間内においては健全な経営状況が確

保できます。 

  
図 5-7 総収支比率の見通し（13％改定） 

 

【資本的収支と企業債残高】 

資本的収支及び企業債残高は料金改定を行わない場合と同様です。 

内部留保資金は令和 8（2026）年度に 13％の料金改定を見込んだ場合、各年

の留保資金が増加することから減少傾向が緩やかになるものの、令和17（2035）

年度に 10 億円を下回り、令和 22（2040）年度以降は内部留保資金の不足が見

込まれます。 
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図 5-8 資本的収支と内部留保資金の見通し（13％改定） 

 

 

【財政収支見通し】 

令和 8（2026）年度に 13％料金改定した場合における今後 10年間の財政収支

見通しを表 5-5 に示します。 
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表 5-5 投資・財源計画（13％改定） 
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 今後の検討 

【投資についての検討状況】 

○水道施設規模の適正化 

・水需要予測の結果より、人口減少に伴い水需要は減少する見通しです。将来

の水需要に合わせて施設能力を適正化することで、施設の運転コストや維

持管理費の削減を図ることができます。奈良渕浄水場、上羽田浄水場、戸奈

良浄水場について水需要の動向により、施設の運用方法を検討していきま

す。 

・管路は更新する際に適正な管路口径を検討し、ダウンサイジング等行うこと

により更新需要の削減を図ります。 

○広域連携の検討 

・施設の共同利用や管理・システムの一体化を行うことで給水原価の削減や専

門人員の確保等、経営基盤を強化する効果が期待できます。 

・栃木県で行っている市町等の広域連携等の推進に向けた検討に併せて、本市

でも検討を進めていきます。 

 

【財源についての検討状況】 

○水道料金の適正化の検討 

・将来にわたって水道事業を安定的に運営するため、経営の合理化に努めつ

つ、今後水道料金の適正化を検討します。 

○企業債の検討 

・水道施設は長期間にわたって使用する資産であるため、投資額の負担の平準

化を考慮し企業債の借り入れを検討します。 

○官民連携（PPP26、PFI27）の検討 

・水道施設の設計・建設・改修・更新について民間の資金と経営能力・技術力

（ノウハウ）の導入可能性を検討します。  

                                                
26 PPPとは、パブリック・プライベート・パートナーシップの略で、公民が連携して公共サービスの提

供を行うスキームで公民連携とも言います。PPPの中には、PFI、指定管理者制度、市場化テスト、公

設民営（DBO）方式、さらに包括的民間委託、自治体業務のアウトソーシング等も含まれる。 
27 PFI とは、プライベイト・ファイナンス・イニシアティブの略で、公共施設等の設計、建設、維持管理

及び運営に、民間の資金とノウハウを活用し、公共サービスの提供を民間主導で行うことで、効率的か

つ効果的な公共サービスの提供を図るという考え方です。 
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【投資以外の経費についての検討状況】 

○官民連携（PPP、PFI）の検討 

・業務委託の拡大や委託方式を検討します。官民連携を推進することで業務の

効率化及び事業費の軽減を図ります。 

○漏水対策 

・水道水が漏水すると貴重な水資源の流出や配水に費やした動力費などを無

駄にすることとなる他、道路の陥没事故等を招く可能性もあります。これま

で同様、配水区域ごとの計画的な漏水調査を継続するとともに、漏水が発生

しやすい老朽管の更新を継続します。 

○高効率機器の導入 

・設備更新を行う際には、高効率機器の導入を検討し、動力費の削減を図りま

す。 

○業務の効率化 

・水道施設台帳等の活用による業務の効率化を推進します。 

・常に最新技術の動向を把握し、効率化が見込めるものは積極的に導入を検討

します。 
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 経営戦略の事後検証、更新などに関する事項 

経営戦略は今後 10年間の経営の基本計画であり、計画期間内における第 2次

佐野市水道ビジョンに定めた基本目標や施策の進捗状況や社会経済情勢により

大きく変化することも予想されることから、実施状況が乖離している場合には、

事後検証を行います。検証結果を基に環境の変化に対応した内容に更新し、健全

な経営ができるように努めていきます。 

 

 
図 6-1 PDCAサイクルのイメージ 
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